帰化許可申請提出書類一覧表
	No
	書類の種類
	該当者
	必要書類
	確認
	備考

	１
	帰化申請書類＊
	本人
	
	
	写真２枚必要

	２
	親族の概要書＊
	
	
	
	

	３
	履歴書（１５歳以上）＊
	本人
	
	
	

	４
	国籍・身分関係を証する書類

	
	
	戸籍謄本（朝鮮・韓国・台湾）
	本人
	
	
	訳文添付（本国）

	
	
	パスポート（写し）
	本人
	
	
	

	
	
	出生届記載事項証明書
	本人
	
	
	（役）

	
	
	死亡届記載事項証明書
	父母
	
	
	（役）

	
	
	婚姻届記載事項証明書
	本人
	父母
	
	
	（役）

	
	
	離婚届記載事項証明書
	本人
	父母
	
	
	（役）

	
	
	その他届書（養子縁組・認知届・親権を証する書面・裁判書）
	本人
	父母
	
	
	（役）

	
	
	日本の戸（除）籍謄本
（帰化者は帰化事項の記載のあるもの）
	本人　親族
	
	
	（役）

	
	
	住民票
	同居者（日本人）
	
	
	（役）

	
	
	外国人登録原票記載事項証明書（帰化用）
	本人 同居者 父母
	
	
	（役）

	５
	生計の概要書＊
	同一世帯
	
	
	

	６
	事業の概要書＊
	本人 親族 法人
	
	
	

	
	社員証又は給与明細書等（写し）
	本人
	
	
	（勤）

	
	学生（生徒）手帳又は通知表（写し）
	本人
	
	
	

	７
	納税証明書

	
	給与所得者（確定申告義務なし）
	源泉徴収票（直近１年分）
	本人
	
	
	（勤）

	
	
	市町県民納税証明書（直近１年分）
（非課税の場合は所得証明書）
	本人
	
	
	（役）

	
	給与所得者（確定申告義務あり）
	源泉徴収票（直近１年分）
	本人
	
	
	（勤）

	
	
	市町県民税納税証明書（直近１年分）（非課税の場合は所得証明書）
	本人
	
	
	（役）

	
	
	所得税納税証明書（その１、その２）（直近２年分）
	本人
	
	
	（税）
親族の場合その２

	
	
	確定申告書（控え写し、収支内訳書含む）（直近１年分）
	本人
	
	
	


	
	個人事業経営者
	市町県民税納税証明書（直近１年分）（非課税の場合は所得証明書）
	本人
	
	
	（役）

	
	
	所得税納税証明書（その１、その２）（直近２年分）
	本人
	
	
	（税）
親族の場合その２

	
	
	事業税納税証明書（直近２年分）
	本人
	
	
	（県）

	
	
	消費税納税証明書（直近２年分）
	本人
	
	
	（税）

	
	
	確定申告書（控え写し、収支内訳書含む）（直近１年分）
	本人
	
	
	

	
	
	源泉徴収簿、納付書及び領収書（写し）
	本人
	
	
	

	
	法人経営者
	源泉徴収票（直近１年分）
	本人
	
	
	（勤）

	
	
	市町県民税納税証明書（直近１年分）（非課税の場合は所得証明書）
	本人
	
	
	（役）

	
	
	法人県民税納税証明書（直近１年分）
	法人
	
	
	（県）

	
	
	法人市町民税納税証明書（直近１年分）
	法人
	
	
	（役）

	
	
	法人事業税納税証明書（直近２年分）
	法人
	
	
	（県）

	
	
	法人所得税納税証明書（その１，その２）（直近２年分）
	法人
	
	
	（税）
親族の場合その２

	
	
	法人消費税納税証明書（直近２年分）
	法人
	
	
	（税）

	
	
	法人税確定申告書（控え写し、収支内訳書含む）（直近１年分）
	法人
	
	
	

	
	
	源泉徴収簿、納付書及び領収書（写し）
	本人
	
	
	

	８
	運転記録証明書（直近５年分）
	本人
	
	
	

	９
	運転免許証（写し）（裏・表）
	本人
	
	
	

	10
	各種免許等（写し）
	本人
	
	
	

	11
	居宅付近の略図（直近３年分）＊
	本人
	
	
	

	12
	永年使用の事実を証する書面（帰化後の氏名）
	本人
	
	
	

	13
	その他
	
	
	
	


＊はダウンロードされた書類です。
（注）
１．書類は全て正副２通（原本１通とその写し１通）（パスポート・再入国許可証・運転免許証は写しを２通）必要です。上記のものは必要最小限のものですから、更に、関係書類の提出を求められる場合があります。
２．日本語以外で記載されている書面には、日本語の翻訳文（翻訳年月日・翻訳者の住所氏名を記載・押印）が必要です。
３．備考欄には、書類の取り寄せ先が記載されています。
（本国）は本国の関係官公署　（役）は市区町村役場　（勤）は勤務先　（税）は税務署　（県）は県税事務所です。
